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コンビニATM産業におけるレイヤー戦略
― セブン - イレブン ATM 事業の成功要因 ―
藤巻　佐和子
要　旨
ネット化、デジタル化の進展により、産業構造が「バリューチェーン型」から「レイヤー
型」へと変化している。この新たな産業構造に対応するための戦略、レイヤー戦略論の必要
性が高まっている。
本稿では、バリューチェーン、レイヤーそれぞれの構造および戦略の先行研究を踏まえ、
レイヤー戦略課題の仮説を提示する。この戦略課題を分析の視点としてコンビニ ATM 産業
における事例研究を行い、優れたレイヤー戦略が事業の成果につながることを示すことで、
レイヤー構造化した産業におけるレイヤー戦略の意義・必要性について論じる。
1.　はじめに
1.1　背景
ネット化 (1)、デジタル化により産業構造は劇的に変化している（青木・安藤， 2002; 田中， 
2009）。このような認識に基づき、1990 年代後半以降米国では産業構造の変化に対応するた
めの戦略論が展開されてきた。Brandenburger and Nalebuff（1997）は、コンピュータ産業
におけるハードウェアとソフトウェアの関係に代表される「補完財」を生産する補完的生
産者と競争相手の 2 つのプレイヤーをバリューチェーン (2) に追加した「価値相関図」を提示
し、価値相関図における参加プレイヤーの取り得るアクションについて論じている。また、
Evans and Wurster（1999）は、情報の新しい経済性により既成のバリューチェーンが解体
（deconstruction）され、新しいブランド創造の機会は商品の生産も販売も行わないナビゲー
(1) ここで言うネット化とはインターネットと同義ではない。特定の人やパソコンがネットワークを経由し
てつながっているクローズドネットワークも含んでおり、完全にオープンに世界と繋がっていることが
必須ではない。
(2) Porter（1985）が提唱するバリューチェーン（価値連鎖）とは、企業が行う製品の設計、製造、販売、
流通、支援サービスに関して行う諸活動を連鎖的に示したもので、企業の諸活動が顧客にとっての最終
価値にどのように貢献するかを分析するための枠組みである。
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ターやエージェントに発生するとして、バリューチェーン再構築の必要性について論じてい
る。
これらの戦略論が前提としているのは、多くの場合 Porter（1985）のバリューチェーン、
および価値システム (3) の概念である。1990年代以降の産業構造の変化に対応するための戦略
論においても、それ以前からある産業構造の概念や戦略論を前提とした議論が行われてきた
と考えられる。
産業構造の変化に伴い、新たな戦略論が必要との考え方から、根来・藤巻（2013）では、
ネット化、デジタル化により顕在化した新たな産業構造を産業の「レイヤー構造」と位置づ
け、レイヤー構造化した産業への対応戦略を「レイヤー戦略」と定義した。ここで言う産業
のレイヤー構造化とは、「産業内の製品／サービスの組み合わせについて、最終消費者の自
由な直接選択が行い得るようになる」ことである。
1.2　レイヤーとは何か
レイヤー（layer）とは、層、階層などの意味を持つ英語で、何かの構造や設計などが階層
状になっているとき、それを構成する一つ一つの階層のことを指す。情報産業の実務におい
ては頻繁に使われる概念であり、ソフトウェア、システム、ネットワークの構造を、構成要
素が階層状に積み上がった構造になっていると捉える考え方やそれぞれの要素を指す。
経営学においても、産業における階層の概念を提示している研究はいくつか存在する。出
口（1993, 1995, 1996, 2005）は、階層的に捉えることができる産業や商品が一般的になりつ
つあるとしている。また、竹田・國領（1996）は、「産業や商品は、しばしば階層的に捉え
ることができる。例えば、パソコンは、ハードウェア、OS アプリケーションソフトといっ
た異なる階層の商品が組合わさることによって機能を果たす」として、パソコン産業におけ
る階層性を例示している。
レイヤー構造を持つ産業に対して企業がどのように対応すべきかについて論じる戦略論で
は、根来・佐々木（2011）が、ソフトウェア市場における新規参入の成功要因の事例研究を
行っている例などがあるが、それらはプラットフォーム (4) の視座に立ったものであり、純粋
にレイヤー構造を前提とした戦略について論じた研究はまだ少ない。
そこで本稿では、レイヤー構造化した産業におけるレイヤー戦略の意義、必要性について
論じるために事例研究を行った。本稿で分析した事例は、セブン - イレブンのコンビニ ATM
(3) 一企業の諸活動であるバリューチェーンを産業レベルにまで拡大した概念。
(4) プラットフォームは、他プレイヤー（企業等、消費者）が提供するもの・サービス・情報と一緒になっ
て、初めて価値を持つ製品／サービス（根来・足代， 2011）のことであるが、プラットフォームが組み
込まれている産業はレイヤー構造を持っていると考えられるため、プラットフォーム論は、レイヤー論
の一部と捉えることができる。
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事業である。この事例から言えることは、セブン - イレブンはレイヤー構造化したコンビニ
ATM 産業において、競合他社よりもレイヤー戦略が優れていたために成功を収めることが
できた、ということである。
2.　バリューチェーン構造とレイヤー構造
本節ではまずレイヤー戦略の前提となる産業のレイヤー構造について、バリューチェーン
構造との比較、先行研究に基づいて概念の定義を行う。
2.1　バリューチェーン構造
バリューチェーンについては多くの研究が存在する。初期には米国のコンサルティング
会社である McKinsey 社が職能の連鎖によってビジネスシステム概念（the Business System 
Concept）を提唱し、Gluck（1980）や Buaron（1981）らによって研究が進められた（井上， 
2010）。Porter（1985）は、この McKinsey のビジネスシステム概念を発展させ、バリュー
チェーンという分析枠組みを構築した。Porter の言うバリューチェーン（価値連鎖）とは、
あらゆる企業に存在する製品の設計、製造販売、流通、支援サービスの諸活動の連鎖を概念
化したものであり、企業の競争優位の源泉を分析するための枠組みである。
また伊丹・加護野（2003）、伊丹（2012）は、製品やサービスが顧客に届けられるまでの
活動の流れ、つまり事業を行うための資源と資源を活用する仕組みを「ビジネスシステム
（バリューチェーン）」と呼んでいる。
これらの研究で定義されているバリューチェーンの構造は、図表 1 のように表すことがで
きる。先行研究では、バリューチェーン構造の概念図に最終消費者が登場することは少ない
が、本稿ではレイヤー構造との違いを明確化するために、最終消費者の位置を明示している。
バリューチェーン構造は、最終消費者までステージが連なって製品／サービスが出来上がっ
ている。各ステージは各企業が行う事業を現しており、各ステージの連なりが業界間にまた
がる付加価値連鎖、つまりバリューチェーンとなる。この構造のポイントは、最終消費者は
バリューチェーンの最終ステージでのみ製品／サービスを選択可能である、ということであ
る。
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図表１　バリューチェーン構造
ステ ジー１
素材/部品 最終製品/サ ビース 業界間にまたがる
付加価値連鎖
＝VC（バリュー チェー ン）
ステ ジーが連なって製品/
サ ビースができあがる
最終消費者はバリュー
チェーンの最終ステージ
でのみ製品/サービスを
選択可能
最終
消費者
ステ ジー2 ステ ジーN
出所：根来・藤巻（2013）
2.2　レイヤー構造
出口（1993, 1995, 1996, 2005）は、「生活世界を流通する商品が生活機能財から情報コミュ
ニケーション財へと変化していく過程で、プラットフォームとしての財（プラットフォーム
財）とその上のソフト的財という重層的な構造を持つ財が今日では生活機能財よりも、一般
的となりつつある」としている。
Rayport and Sviokla（1994）によれば、ビジネスはコンテント、コンテキスト、インフ
ラという 3 つの要素（element）に分解できる。この 3 要素を集合体として 1 ブランドで
提供してきた過去の物理市場（Marketplace）に代わり、新しい取引の場である空間市場
（Marketspace）が出現している。空間市場では、各ビジネス要素の分離独立と組み合わせが
可能であり、それにより高付加価値化、コスト削減、取引先との関係構築などの新しい価値
創出が実現している。
また根来・小川（2000）は、Rayport and Sviokla の空間市場におけるビジネス階層（レイ
ヤー）とバリューチェーン構造を組み合わせたフレームワークと製薬・医療業界の事例を用
いて、各企業のビジネス形態変化に関する分析を行っている。
これらの研究で定義されているレイヤー構造は、図表 2 のように表現できる。レイヤー構
造では、レイヤーが積み重なって製品／サービスが出来上がっている。各レイヤーは各企業
が行う事業であり、各レイヤーの集まりで業界間にまたがるレイヤースタック (5) が形成され
る。この構造のポイントは、最終消費者は各レイヤーの製品／サービスを（顕在的または潜
在的に）直接選択可能である、ということである。
(5) レイヤー製品／サービスの組み合わせ
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図表 2　レイヤー構造
業界間にまたがる
レイヤ スータック
（レイヤーの集まり）
レイヤーが積み重なって
製品/サ ビースができあがる
レイヤ Ⅲー
レイヤ Ⅱー
レイヤ Ⅰー
最終消費者は各レイヤーの製品
/サービスを直接選択可能
（顕在的and/or 潜在的構造）
最終
消費者
出所：根来・藤巻（2013）
2.3　バリューチェーン構造とレイヤー構造の関係
Porter（1985）によれば、会社というものは例外なく、製品の設計、製造、販売、流通、
支援サービスに関して行う諸活動の集合体である。また、産業の階層構造は、コンピュータ
などの情報コミュニケーション財（出口， 1993, 1995, 1996, 2005）や空間市場において各ビジ
ネス要素の分離独立（Rayport and Sviokla, 1994）により誕生したものであるという前提に立
つと、バリューチェーンとレイヤー構造の関係は図表 3 のように考えることができる。
バリューチェーン構造とレイヤー構造は相反するものではない。いくつかのバリュー
チェーンに渡る最終消費者との接点がレイヤー構造になると考えられる。バリューチェーン
構造は全ての産業に存在するが、レイヤー構造は全ての産業に存在するとは限らない。
図表 3　バリューチェーン構造とレイヤー構造の関係
・レイヤー構造の各レイヤー
　に対して直接選択可能
・バリュー チェー ンの最終ス
　テ ジーにのみ直接選択可能
VC（バリュー チェー ン）
BL レイヤー
加盟店 企画・デザイン
企画・デザイン
インター ネット
接続
販売
検索・
決済機能
インター ネット
接続サ ビース
製造・卸
卸
サイト制作モール
（仮想商店街）
ネット
VC1
VC2
VC3
最終
消費者
出所：根来・藤巻（2013）より筆者作成
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3.　レイヤー戦略課題の仮説設定
本節では、バリューチェーン戦略とレイヤー戦略に関する先行研究を踏まえ、レイヤー戦
略に関する課題仮説を提示する。レイヤー構造に関する先行研究は少ないため、検討に際し
ては同じレイヤー構造を持つ産業における戦略であるプラットフォーム戦略論も先行研究と
する。
3.1　バリューチェーン戦略の先行研究
バリューチェーン構造を持つ産業における 1 つ目の戦略課題は、どの業務を自分が行うか、
何を他人に任せるか（他社との分業のあり方）である（伊丹・加護野， 2003, 2012）。これは、
バリューチェーンのどの部分を自社が行うべきか、という「参入戦略」に関する課題である。
2 つ目の戦略課題は、バリューチェーン上の参入範囲を制約として他社とどう差別化する
か、という「差別化戦略」に関する課題である。この点について Brandenburger and Stuart
（1996）は、自社の付加価値を相対的に上げる方法、つまり差別化の方法を提示している。
3 つ目の戦略課題は、他人に任せることを、どうコントロールするか（分業した業務のコ
ントロール）である（伊丹・加護野， 2003, 2012）。同様の戦略課題について Normann and 
Ramirez（1993）は、スウェーデンの家具販売を行う IKEA の顧客による価値の創造の例な
どを挙げ、サプライヤーやパートナー企業、提携企業だけでなく、顧客も含めた関係者が協
力して価値を「共同で創造」する、バリューチェーン再構築の必要性について論じている。
これらはサプライチェーン (6) 上の企業とどう連携すきか、という「企業間連携戦略」に関す
る課題にあたる。
4 つ目の戦略課題は、いかにバリューチェーン構造の違いを創り出して、他社と構造的に
差別化できるか、という「構造変革の戦略」に関する課題である。内田（1998, 2009）は、
バリューチェーンにおける変革は、ステージの置き換え、省略、束ねる、選択肢の広がり、
追加の 5 つのパターンに分類することができるとしている。また、浅羽・新田（2004）は、
流通業のバリューチェーンにおいて急成長した 6 社の事例を挙げて、既存の小売店が埋めて
いない空白地帯をドメインとし、サプライチェーンを自らがコントロールすることによって
既存の流通システムが抱える無駄を排除したために急成長を遂げることができた、という構
造変革の成功事例を示している。
3.2　レイヤー戦略の先行研究
レイヤー戦略についてもバリューチェーン戦略と同様の視点の戦略課題が存在すると考え
(6) 原料の段階から製品やサービスが最終消費者の手に届くまでの全プロセスのつながり。バリューチェー
ンと異なり価値を創造するという概念はない。
コンビニATM産業におけるレイヤー戦略
— 23 —
られる。1 つ目の課題は、「参入戦略」に関する課題である。Gawer and Cusumano（2002）
は、プラットフォーム・リーダーシップとは、広範な産業レベルにおける特別な基盤技術の
周辺で、補完的なイノベーションを起こすように他企業を動かす能力であり、その能力を発
揮するためにプラットフォーム・リーダーのマネージャーが決めるべき意思決定テーマを 4
つに分類している。そのうち、企業の範囲「何を行い、何を外部の企業にさせるべきか」と
いう課題は参入戦略の課題であると考えられる。
2 つ目の課題は、「差別化戦略」に関する課題である。根来・堤（2004）は ISP（Internet 
Service Provider）事業者の競争の例を挙げ、レイヤー構造化した産業における各事業者の競
争優位は、保有するモジュールセットの違いによって基本的に制約される、としている。つ
まり、レイヤー構造化した産業において差別化戦略は保有するモジュールセット、スタック
の違いによって制約されると想定される。
3 つ目の課題は、「企業間連携戦略」に関する課題である。Gawer and Cusumano（2002）
が挙げる意思決定テーマの一つ、製品化技術「システムとしてのアーキテクチャ（モジュー
ル化の度合い）、インターフェース（プラットフォーム・インターフェースの開放度合い）、
知的財産（プラットフォームとそのインターフェースに関する情報の外部企業への開示程
度）」は、他社に対して自社の製品／サービスをどの程度オープンにするかという企業間連
携の課題であると考えられる。
4 つ目の課題は、「構造変革戦略」に関する課題である。根来・佐々木（2011）は、データ
ベースソフトウェア市場の事例から、①スタックを破壊すること、②既存事業者と異なるレ
イヤー優先度を設定することがプラットフォーム・ソフトウェア市場への新規参入の成功要
因となることを示している。また、Eisenmann, Parker and Van Alstyne（2007, 2011）は、「プ
ラットフォーム包囲 (7)」の戦略を提唱し、マルチメディアビューワー市場のリーダーであった
リアルネットワークス（Real Networks）の Real Player に対してマイクロソフト（Microsoft）
が Windows OS に Media Player を無償バンドルして同市場に参入した事例を挙げている。こ
れらは他社とレイヤー構造の違いを作り出し、構造的に差別化できるかという構造変革の課
題であると考えられる。
4.　レイヤー構造化する産業における戦略課題
バリューチェーン戦略、およびプラットフォームを含むレイヤー戦略論の先行研究から、
レイヤー構造の産業における戦略課題には次のようなものがあると想定できる。1 つ目は、
(7) 共通のコンポーネントならびに（あるいは）共有の顧客関係を活用し、複数のプラットフォームをバン
ドルする形で、自分自身の機能とターゲット事業者の機能を結合することで実現される、あるプラット
フォーム事業者による他の事業者の市場への参入戦略である。
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どのレイヤーを自社が行うべきか、という「参入戦略」に関する課題である。2 つ目は、レ
イヤースタック（レイヤー製品／サービスの組み合わせ）として価値が決まるという制約を
前提として他社とどう差別化するか、という「差別化戦略」に関する課題である。3 つ目は、
他のレイヤーに対してどの程度オープンであるべきか、という「企業間連携戦略」に関する
課題である。4 つめは、いかにレイヤー構造の違いを創り出して、他社と構造的に差別化で
きるか、という「構造変革戦略」に関する課題である。
レイヤー戦略の 4 つの課題（参入戦略、差別化戦略、企業間連携戦略、構造変革戦略）は、
バリューチェーン戦略の課題とは内容が異なっている。違いは両者の構造上の消費者との位
置関係の違いにある。
バリューチェーン構造の産業における参入戦略では、最終ステージ以外では自社の川上・
川下に位置する事業者に対する戦略を考えることが中心課題となるのに対して、レイヤー構
造化する産業においては同じ参入戦略でも、どのレイヤーを選択しても実際に最終消費者と
の接点を設けるかどうかの選択が伴う。また、バリューチェーン構造における差別化戦略で
は自社の参入戦略が自社製品の価値の構成要素を制約するという前提が伴うのに対し、レイ
ヤー構造化する産業では、補完事業者への対応が自社の製品の種類と内容を制約し、補完製
品を含めた「レイヤースタック」として価値が決まる、という前提を伴う。つまりレイヤー
構造においては、自社製品／サービスの差別化だけでなく、最終消費者が組み合わせて使う
他の製品と合わせた差別化が必要となるのである。
バリューチェーン構造における企業間連携の戦略では、サプライチェーン上の企業とどう連
携して、最終製品の価値を上げるかが課題となるのに対して、レイヤー構造化する産業におい
ては、他のレイヤーに対してどの程度オープンにするべきかが課題となる。他のレイヤーに対
して、オープンにすることは、自社製品／サービスの差別化が難しくなるという問題を伴う。
さらにバリューチェーン構造における構造変革の戦略は、ステージの置き換え、省略、束ねる、
選択肢の広がり、追加といった自社の戦略であるのに対して、レイヤー構造化する産業におい
ては、スタックの破壊、プラットフォーム包囲といった他社との関係における戦略となる。
次節以降では、本節で設定したレイヤー構造化する産業における戦略課題仮説を事例分析
を通じて検証することにより、レイヤー戦略の巧拙は事業の成果に影響を及ぼすということ
を示すと共に、レイヤー戦略の必要性について論じる。
5.　コンビニ ATM 産業における事例
5.1　調査方法
本稿では、レイヤー構造を持つ産業であるコンビニ ATM(8) 産業の事例を用いて事例研究
(8) 現金自動預け払い機。コンビニ ATM は、コンビニエンスストアに設置された ATM の総称。
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を行った。事例研究は時間の経過を追うことができ、しかも広いコンテキクストを視野に収
めることができるため因果関係の理解に適している（沼上， 1995）。当該産業において成功し
たセブン - イレブンの ATM 事業が他社と異なる戦略を選択した経緯と必然性がより深く理
解できる考えたためこの方法を選択した。セブン - イレブンとの比較として取り上げるコン
ビニ ATM は、am/pm、ファミリーマート等コンビニ群、ローソンの事業とした。これら 4
社はコンビニ ATM の本格的開始から 2 年程に参入し、成果に影響すると考えられる参入時
期とレイヤー構造が異なる事例である。
5.2　am/pm の ATM 事業
am/pm(9) は、1999 年 3 月にコンビニ店舗で最初の本格的 ATM サービスを開始した。サー
ビス開始は業界最先発と言えるが、実際には ATM 事業を運営していたのはさくら銀行 (10) で
あり、am/pm は店舗をさくら銀行に貸しているのみだった。従って、am/pm に置かれたさ
くら銀行の ATM（@BANK という名称）のサービス内容は、さくら銀行の ATM と基本的に
同じだった。サービス開始が他社よりも早かったのも、さくら銀行が従来から行っていた事
業の提供場所だけの変更だったからである。
場所貸しを行った am/pm の狙いは、ATM 利用を目的とした来客数の増加である。am/
pm は当初の事業リスクを負わないで済む一方で、結果的に ATM 事業による収益を享受す
ることはできなかった。
図表 4　am/pm ATM 事業の収益モデル
@BANK
ATM
am/pm
銀行
設置費用、運営コスト
ATM手数料
店舗提供
コンビニ
出所：日経ビジネス 2000 年 10 月 2 日号より筆者作成
(9) am/pm は、2010 年 3 月にファミリーマートへ吸収合併されている。
(10) さくら銀行（三井グループ）は、2001 年 4 月 1 日に住友グループの住友銀行と合併して、三井住友銀
行になった。
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5.3　ファミリーマート等コンビニ群とローソンの ATM 事業
ファミリーマートは 1999 年 9 月に、コンビニ 8 社と共に E.net（イーネット・ATM 管
理会社）を設立、am/pm に次ぐ 2 番手でコンビニ ATM 事業に参入した。一方ローソンは
2001 年 10 月に、コンビニとしては単独でローソン ATM ネットワークス（ATM 管理会社）
を設立し業界最後発でコンビニ ATM 事業に参入した。
両陣営の事業は参入時期が異なるが、ATM 管理会社を通じての参入という点では同じで
ある。それぞれが設立した ATM 管理会社には、ATM を設置するコンビニ、提携銀行を始め
とする金融機関などが当初から出資している。ATM の管理は ATM 管理会社が行い、現金の
管理は提携する銀行が行っている。
ファミリーマートやローソンの ATM 事業参入の最大の目的は、ATM 利用を目的とした来
客数の増加である。コンビニは一部出資しているため、ATM 事業による収益も部分的に享
受できる。図表 5 ～ 7 には、E.net、ローソン ATM ネットワークスの会社概要と収益モデル
を示す。
図表 5　E.net の会社概要
設立 1999年 9月 17日
資本金 43億 48百万円
主な事業内容 コンビニエンスストアにおける
① ATMの保守管理、② ATMに関する事務受託業務
主な収入源 ATM管理および関連業務の受託収入
ATM設置台数 11,051台（2010年度時点）
ATMの主な設置場所 ファミリーマ トー、ミニストップ、サークル Kサンクス、スリーエフ、セ ブーオン、コ
ミュニティストア、ポプラ、生活彩家、デイリーヤマザキ、セイコーマ トー等
出所：E.net ホームページより筆者作成
図表 6　ローソン ATM ネットワークスの会社概要
設立 2001年 5月 15日（サービス開始：2001年 10月 3日）
資本金 30億円
主な事業内容 ローソン店舗等における共同 ATMの設置、管理及び運用に関する業務
主な収入源 銀行からの ATM運用受託手数料
ATM設置台数 8,989台（2010年度時点）
ATMの主な設置場所 ローソン、ドン・キホーテの一部、一部病院等
出所：ローソン ATM ネットワークスホームページより筆者作成
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図表 7　E.net とローソン ATM ネットワークスの収益モデル
ATM
E.net/
ロー ソンATM
銀行
ATM手数料
現金に関わる業務
ATM設置、管理・運用
ATM
運用
委託
委託料
・オペレーションセンター運用費
・ATM回線費
・ATMリース料等 コンビニATM運営会社
E.net/
ロ ソーンATM
出所：『ローソン annual report 2010、2011』より筆者作成
5.4　セブン - イレブンの ATM 事業
セブン - イレブンは 2001 年 5 月に、親会社がアイワイバンク銀行 (11) を設立して、3 番手で
コンビニ ATM 事業に参入した。am/pm より 2 年以上遅いサービス開始となり、4 社の中で
は後発組である。他社との違いは、ATM を設置するコンビニの親会社が作った銀行が ATM
を運営していることである。単独企業グループでの ATM、銀行事業への参入である。
セブン - イレブンの ATM 事業の目的は、来店客の利便性向上である。コンビニは ATM 事
業のリスクを単独企業グループで負っているため、ATM 事業による収益を全てグループで
享受できる。図表 8 ～ 9 には、セブン銀行の会社概要と収益モデルを示す。
図表 8　セブン銀行の会社概要
設立 2001年 4月 10日（開業：2001年 5月 7日）
資本金 305億 3百万円
主な事業内容 ATM事業
金融サービス業：口座サービス、有人店舗やインターネットでの金融小売サー
ビス、法人向けサービス 
主な収入源 ATM受入手数料（全収入の 95%以上を占める）
ATM設置台数 15,460台（2010年度時点）
ATMの主な設置場所 セブン -イレブン、イトーヨーカドー等 7&iグループ商業施設、空港、駅等
出所：セブン銀行ホームページより筆者作成
(11) 2005 年 10 月 11 日より、株式会社アイワイバンク銀行から株式会社セブン銀行に商号変更している。
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図表 9　セブン銀行の収益モデル
ATM
ATM手数料
現金に関わる業務
ATM設置、管理・運用
・オペレーションセンター運用費
・ATM回線費
・ATMリース料等
セブン銀行
＝
コンビニ
ATM 運営
出所：セブン銀行ホームページ、決算資料より筆者作成
5.5　各社の競争の結果
各社の ATM 設置台数の推移を図表 10 に示す。本稿では、各社の競争の結果として ATM
設置台数を用いる。本来競争の結果としての目的変数は各社の収益を用いるべきだが、ATM
を運営する 4 社中、収益を公表しているのはセブン銀行とローソン ATM ネットワークス
のみであり、4 社の事業成果を正確に測ることはできないため便宜的にこの数値を採用し
た。2010 年度時点で、4 社の中ではセブン銀行が他社を大きく引き離しており、大分離れて
E.net、ローソン ATM ネットワークスがそれに続いている。本稿では使用しないが、実際の
各社の収益の大小は、ATM 設置台数と前項までの収益モデルからもある程度は推測が可能
である。
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図表 10　ATM 設置台数
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出所：各社ホームページ、決算資料より筆者作成
6.　事例分析
本節では、コンビニ ATM 産業において成功したセブン - イレブンの事業成果について、
レイヤー戦略の視点から分析する。そしてセブン - イレブンの成功は、競合他社よりもレイ
ヤー戦略が優れていたためであるということを明らかにする。
6.1　各社のコンビニ ATM 事業のレイヤー構造と戦略比較
まず議論の前提として、コンビニ ATM 産業はレイヤー構造化している産業であるという
ことを確認しておきたい。もともと ATM は銀行しか提供していなかった。最終消費者は○
○銀行の ATM といったように、全レイヤー（銀行、ATM、店舗）を一体的にしか選択する
ことができなかった。つまり、この時レイヤー構造は顕在化していなかったと言える。しか
し、コンビニ ATM の登場により、店舗を選択することもできるし、ATM を選択することも
できるようになった。さらには ATM 経由でアクセスする銀行を安い手数料で選択すること
もできるようになった。つまり、銀行、ATM、店舗それぞれのレイヤーのサービスを直接選
択可能となったのである。コンビニ ATM の登場により、それまで銀行の窓口の代替として
銀行業務のバリューチェーンに組み込まれていたものが銀行から分離し、ATM 産業はレイ
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ヤー構造化したと言える。
図表 11 は、前節で見た 4 社の事業参入状況をレイヤー構造で表したものである。am/pm
は ATM ビジネスに参入していない。ファミリーマート等コンビニ群とローソンは ATM ビ
ジネスを銀行などと連携して行っている。セブン - イレブンのみ ATM、銀行レイヤーに単独
で参入している。4 社全てにおいて ATM レイヤーは銀行レイヤーに対してオープンになっ
ている。つまり、どの ATM でも多くの銀行とつながっていて、利用者は多くの銀行から自
分の口座のある銀行を選ぶことができる。店舗レイヤーの横幅が銀行、ATM レイヤーより
広いのは、コンビニ店舗は ATM 以外にも扱っている商品・サービスがあり、ATM 事業より
も店舗事業の領域の方が広いことを表している。
図表 12 では、レイヤー構造分析に基づき各社の戦略を比較している。企業間連携戦略は
全社とも ATM レイヤーが銀行レイヤーに対してオープンになっており優劣をつけられない
が、それ以外の戦略項目ではセブン - イレブンの戦略が優れていると言える。以下セブン -
イレブンの 4 つの戦略について、その内容を検証していく。
図表 11　コンビニ ATM 事業のレイヤー構造
am/pm
1999.3-
銀行
ビジネス
open open open open
ATM
ビジネス
店舗
ビジネス
ファミマ等
1999.9-
セブン-イレブン
2001.5-
ロー ソン
2001.5-
am/pm ファミマ等 セブン-イレブン ローソン
さくら銀行
（三井住友）
E.net
（連携） セブン銀行
LANs
（連携）
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図表 12　コンビニ ATM 事業のレイヤー戦略比較
@BANK E.net セブン銀行 ローソン ATM
コンビニ am/pm ファミマコンビニ群 セブン -イレブン ローソン
参入戦略
（新規）
店舗のみ（－） 店舗＋ ATM
（銀行連携）
店舗＋ ATM＋銀行
（＋）
店舗＋ ATM
（銀行連携）
差別化戦略 初のコンビニ ATM
（参入時のみ）（＋）
できていない（－）
（銀行が主導権を握
り銀行と同じ）
ATM特化型銀行（＋）
（サービス・コストコ
ントロール）
できていない（－）
（銀行が主導権を握
り銀行と同じ）
企業間連携戦略 ATM→銀行オープン ATM→銀行オープン ATM→銀行オープン ATM→銀行オープン
構造変革戦略 先行事業者なし 先行事業者と異なる
構造（＋）
先行事業者と異なる
構造（＋）
E.netと同じ構造（－）
注：各セル内の記号：他社と比較して 4 つの戦略課題に対する対応が特に優れていたと思われる場合には
（＋）、劣っていたと思われる場合には（－）を記している。
6.2　セブン - イレブンの参入戦略
セブン - イレブンは、銀行、ATM のレイヤーに新規参入している。参入レイヤーの選択
は、差別化に影響を与えるという意味で重要な意味を持つ。レイヤー構造を持つ産業におい
ては、最終消費者にレイヤースタック（レイヤーの集まり）としてどう認識してもらうかで
製品／サービスの価値が決まる。この点を意識して参入レイヤーを選択することは重要で
ある。セブン - イレブンはこの点を十分認識し、利用者にとって ATM の利便性を高めるた
めに銀行、ATM レイヤーへ参入しなければならない、と考えたと想定される。そのことは、
セブン - イレブンが ATM 事業だけでなく、銀行事業にも参入するに至った経緯からも伺え
る。当初、セブン - イレブンは銀行との共同出資で ATM 管理会社設立を目論んでいた。
1999 年、セブン - イレブン・ジャパンは、ATM の全店設置に向けて銀行と交渉を始めた。
他のコンビニエンスストアが単なる銀行への場所貸しであるのに対し、セブン - イレブン
は銀行と共同出資で ATM を保有・管理する新会社を設立し、自ら主体的に事業に乗り出
そうとしている。利用者が支払う手数料も、従来より大幅に引き下げる考えだ。ただ実現
には 2 つの難問がある。1 つは銀行法の規制、もう 1 つは銀行の反発だ。（中略）
「業界の慣習に従っていては進歩がない。最終消費者の視点に立ち、ゼロから仕組みを構
築しなければならない」というのがセブン - イレブンの鈴木敏文 (12) 会長の持論だ。これま
でセブン - イレブンはその言葉通り、食品業界や物流業界の古い慣習を一つひとつ覆して
きた。（日経 BPnet 1999.6.8『セブン - イレブンの ATM 参入に 2 つの課題』より。括弧内
は筆者加筆。）
つまり、セブン - イレブンは事業検討開始当初から、手数料の引き下げなどサービスコン
(12) 現セブン & アイホールディングスの代表取締役会長兼最高経営責任者（CEO）
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トロールを行うため、主体的に ATM 事業に参入しようとしていたことがわかる。
その後、金融庁から「預金の取り扱いは銀行にしかできない」との見解が出される。そこ
でセブン - イレブンは、ATM を銀行と共同出資で設立予定の新会社と提携する銀行の営業所
とすることで、この問題を回避しようと考える。しかし、セブン - イレブンの ATM での預
金引出し手数料を一律無料にするなどの計画が銀行から反発を買い、共同出資の話は決裂し
た。同時期にあった銀行の買収話も失敗に終わっていた。
このような経緯を経て、セブン - イレブンは自ら銀行事業に乗り出す決断をする。当時の
様子はセブン - イレブンの社史に以下のように記されている。
「セブン - イレブンの ATM 設置におけるスタンスとして、①お客さまの利便性拡大を第一
に考える、②新事業は当社（セブン - イレブン）の主体性を発揮して行えるものにする、
の 2 項目は終始一貫、不変であった。」
そこで、銀行の買収失敗もあり、IY（現セブン & アイ）グループは単独での銀行設立へ
方向転換し、「銀行設立趣意書」を金融監督庁に提出し、2000 年 1 月に銀行設立プロジェ
クトがスタートする。新銀行設立に対しては、グループ内外で慎重論はあった。（中略）
しかし、短期日のうちに「設立に向けての仕切り直し」一本でまとまったのは、グルー
プリーダーである、鈴木会長の姿勢が当初から一貫して微動だにしなかったからである。」
（『セブン - イレブン・ジャパン：終わりなきイノベーション 1991-2003』より。括弧内は筆
者加筆。）
セブン - イレブンは主体的に ATM サービスを行う、つまりサービスコントロールをする
ために、ATM 事業だけでなく、銀行事業にも乗り出したと言える。そして銀行事業に踏み
出した結果、セブン - イレブンは他社よりも速い ATM 設置スピード、利便性の高いサービ
スを実現することに成功した。
以上のことから、セブン - イレブンの銀行、ATM のレイヤーに新規参入する、という参入
戦略は、サービスコントロールを実現することにつながったため、他社よりも優れていたと
言える。
6.3　セブン - イレブンの差別化戦略
セブン - イレブンはセブン銀行を ATM 特化型銀行にすることによりサービスとコストの
コントロールを実現し、他社との差別化を図っていると考えられる。ATM 特化型銀行を志
向することについて、セブン銀行自身は、気軽で便利な「おサイフ代わりの銀行」を目指す
とし、その特徴を「個人のお客さまに対し、決済サービス（普通預金の預入れ、引出し、振
込みなど）を中心に行っていく」点であるとしている。
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セブン銀行を ATM 特化型銀行とすることで、主に 2 つのサービスのコントロールに成功
していると考えられる。まず 1 つには、ATM 設置スピードの速さである。5 節で見たよう
に、参入が後発であるにもかかわらず、セブン - イレブンの ATM 設置スピードは他社と比
較してかなり速い。ATM が全国の店舗に設置されれば利用者の利便性は高まる。もう一つ
は、ATM 機器の開発である。セブン - イレブンは 10 年の間に 3 世代の ATM を開発し、運
用している。世代が代わるたびに通信処理・紙幣入出金の高速化、セキュリティ強化、現金
不足防止対策などのサービス機能改善を図っている。機器の開発には、メーカーだけでなく、
セブン - イレブンも主体的に参加し、仕様作成を行っている。いずれも ATM を事業の中心
に置く ATM 特化型銀行であるからこそ実現可能なサービスであり、サービス面での他社と
の差別化を可能にしている。
コストコントロールにも注力している。1 つには、開発コストの削減である。セブン - イ
レブンの ATM 初代機は、1 台約 200 万円と低コストに抑えられている。これは、銀行がこ
れまで設置してきた ATM の 3 分の 1 から 4 分の 1 の値段である (13)。また、運用コストは、
各種取引によるコンピュータ処理、システム監視、警備、電話と、従来は 4 回線必要とした
回線を 1 回線にしたことなどが大きく影響し、従来の ATM に比べて 1 台当たり約 3 分の 1
に抑えることができた (14)。このようなコスト削減努力に支えられ、セブン - イレブンは設立 3
年目以降、現在に至るまで黒字を継続している。
以上のことから、セブン - イレブンの ATM 特化型銀行という差別化戦略は、サービス・
コストコントロールにつながったため他社よりも優れていたと言える。
6.4　セブン - イレブンの企業間連携戦略
企業間連携戦略については、他社も全て ATM レイヤーを銀行レイヤーにオープンにして
いるという点において、セブン - イレブンの戦略が特に優れている訳ではない。他レイヤー
にオープンにするということはある意味誰でもできる行為であり、他社との差別化につなが
らないことが多い。または、一時的に差別化できたとしても長期に渡る差別化とはならず、
事業の成否に影響を与えることは難しいと考えられる。
しかしセブン - イレブンの場合、自ら銀行レイヤーに参入しながら他銀行にオープンにす
る、つまり自らの銀行の顧客を優遇することなく他の銀行の顧客を同等に扱い、多くの銀行
のカードがセブン銀行と同条件で使える、という環境の実現は通常なら困難なことだったと
考えられる。
また、もともと銀行のネットワークに参加していないセブン銀行の ATM で多くの銀行の
カードを使えるようにすることは、多くの銀行との提携を 1 から個別に形成することになり、
(13) 日経ビジネス 2000.10.2, pp.32-37.『カネはコンビニで下ろす　ATM 定番へ、加速する設置競争』より
(14) 『セブン - イレブン・ジャパン：終わりなきイノベーション 1999-2003』より
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これも困難なことであったと考えられる。それでもセブン銀行の ATM で入金サービスを利
用できる金融機関は、2008 年 9 月末時点でセブン銀行を含め 483 金融機関であり、他社は一
番多くても E.net（ファミリーマートなどのコンビニに ATM 設置）の 38 行と、提携銀行の
数には格段の差があった。
セブン銀行が個別提携方式を選択したのは、その方が利用者の利便性を高めることができ
たからだと考えられる。既存の銀行ネットワーク参加と異なり、個別提携方式では提携先と
の合意次第で提供サービスや手数料を自由に決めることができ、土日も含めて 24 時間利用
や入金サービスの提供が可能になった (15)。
このような大規模な銀行提携実現には、セブン銀行の初代代表取締役社長である、安斎隆
氏の人脈も大きく影響していると思われる。安斎氏は、日本銀行理事、日本長期信用銀行の
最終処理時における頭取を経てイトーヨーカ堂の顧問になった人物である (16)。
以上のことから、セブン - イレブンの ATM レイヤーの銀行レイヤーに対するオープン化
という企業間連携戦略は、競合他社との差別化にはつながってはいないが、顧客の利便性を
維持し、他社サービスより劣っていないと顧客に認知してもらうことに貢献していると考え
られる。
6.5　セブン - イレブンの構造変革戦略
コンビニ ATM 産業における 4 社のレイヤー構造については、6 節の図表 11 で示したとお
りである。この図から、セブン - イレブンのレイヤー構造は先行する am/pm、ファミリー
マート等コンビニ群のどちらとも異なっていると言える。具体的には、ATM レイヤーへの
単独参入という点、銀行レイヤーへ参入しているという点が異なっている。
構造の違いは、差別化につながる可能性がある。セブン - イレブンが取った ATM レイ
ヤー、銀行レイヤーへの参入というレイヤー構造は、ATM レイヤーがコントロールできた
という点で他社との差別化につながったと考えられる。ATM 設置スピードを加速し、後発
にもかかわらず他社より多くの ATM 設置を実現したこと、ATM 利用料の利用者負担額をそ
の顧客を持つ銀行が決定できるといったサービスを自社単独で決定できたことなどは他社と
の差別化につながっていると考えられる。
構造の違いは必ずしも他社との差別化につながるとは限らない。ファミリーマート等コン
ビニ群も先行する am/pm とは異なるレイヤー構造を取っている。この場合、am/pm とは
ATM レイヤーへ参入しているという点で異なっている。しかし、ATM レイヤーへの参入が
単独でなかったため、ATM レイヤーのコントロール、つまり ATM 設置スピードやサービス
の意思決定をコンビニが主導できず、サービス開始が先行したにもかかわらず、セブン - イ
(15) 日経プラスワン 2008.11.8『コンビニ ATM　手数料・利用時間に違い　提携金融機関の把握大切』より
(16) 『セブン - イレブン・ジャパン：終わりなきイノベーション 1999-2003』より
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レブンに勝てなかったと考えられる。
以上のことから、セブン - イレブンの ATM レイヤー、銀行レイヤーへの参入は、先行事
業者との比較における構造変革戦略の視点から見ても、他社よりも優れていたと言える。
7.　おわりに
ネット化、デジタル化により産業構造が変化しているにもかかわらず、これまで旧来のバ
リューチェーン型の産業構造を前提としたバリューチェーン戦略論の延長で新しい産業構造
への対応についても論じられてきた。近年家電メーカーなどに代表される日本企業の国際競
争力が低下しているのは、新しい産業構造に対して、日本企業がこれまで得意としてきたバ
リューチェーン統合による競争力強化という戦略が通用しなくなり、産業構造の変化に対応
できていないからだと考えられる。そのため、新しいレイヤー型産業構造への対応であるレ
イヤー戦略が必要だと考える。
本稿ではこのように、新しい産業構造であるレイヤー構造に対応するための戦略に関する
議論が不足しているという認識から、「レイヤー構造化した産業におけるレイヤー戦略の意
義・必要性」について論じることを目的に研究を行った。
本稿の貢献は 3 つある。1 つ目は、ネット化、デジタル化によって生まれた新しい産業構
造に対応するための戦略課題の仮説を構築したことである。本稿では、バリューチェーンと
レイヤーの双方の戦略に関する先行研究から、レイヤー構造を持つ産業における 4 つの戦略
課題の仮説を提示した。2 つ目は、コンビニ ATM 産業におけるセブン - イレブンの成功要
因をレイヤー戦略の視点から説明することで、レイヤー構造化した産業におけるレイヤー戦
略課題の仮説を例証し、その意義・必要性について論じたことである。3 つ目は、コンビニ
ATM 産業という伝統的なモルタル産業の事例を用いてレイヤー戦略課題の仮説を例証する
ことで、ネット化、デジタル化によって顕在化した産業のレイヤー構造化への対応であるレ
イヤー戦略は、ネット産業だけでなく伝統的なモルタル産業においても必要であるである可
能性を示唆した点である。
今後の課題は 2 つある。1 つ目は、産業のレイヤー構造を引き起こすメカニズムを解明す
ることである。産業のレイヤー構造化はネット化、デジタル化により進展するため、ネット
産業において多く見られるが、本稿で取り上げた事例のように伝統的な産業においてもレイ
ヤー構造化が進展することがある。産業がレイヤー構造化するメカニズムを解明することで、
レイヤー戦略の適用範囲を明確にすることができ、レイヤー構造を持つ産業へ参入しようと
する事業者にとって実践的なインプリケーションとなり得る。2 つ目は、類似する戦略論と
の整理である。レイヤー構造を持つという点で同じプラットフォーム戦略論はレイヤー戦略
論と類似している。今後プラットフォーム戦略論との違いを明確化することで、レイヤー戦
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略論の意義・必要性をより明確にできると考える。
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